
（平成２４年５月３０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認大分地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件



大分厚生年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 29 年２月

１日、資格喪失日は同年８月１日であると認められることから、申立人に係る

厚生年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、3,000円とすることが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29年２月１日から 33年 10月頃まで 

私は、名称不詳であるが、申立期間においてＢ県Ｃ市に所在した事業所に

勤務し、Ｄ業務に従事したことを記憶している。この度、年金事務所から昭

和 29 年２月１日を資格取得日とするＡ社に係る厚生年金保険の被保険者記

録が判明した旨連絡を受けた。しかしながら、当該記録には資格喪失日に係

る記録が無く、資格喪失日を特定することができないため、同年３月１日を

資格喪失日とするとされた。 

私は、昭和 33年 10月頃まで当該事業所に勤務していたと記憶しているの

で、資格喪失日を 29 年３月１日とされることに納得できない。申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 29年２月 1日から同年８月１日までの期間につい

て 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人と氏名及び

生年月日が一致する、基礎年金番号に未統合の厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる上、当該被保険者名簿には、申立人が申立期間において親方及

びその妻であったとして記憶している人物と氏名が一致する厚生年金保険

の被保険者記録が確認できる。 

また、申立人は、申立期間において、Ｄ業務に従事し当該業務に係るＥ工



程について具体的に供述しているところ、申立人がＡ社において撮影したと

して提出した写真の裏面には「31.3．27 Ｅ」と記載されていることなどか

ら判断すると、申立人は少なくとも昭和 31年３月 27日までの期間において

同社に勤務していたことがうかがえる。 

一方、当該未統合記録においては、昭和 29 年２月１日に厚生年金保険被

保険者の資格を取得したことが確認できるものの、資格喪失日に係る記録は

無く、前述の被保険者名簿において資格喪失日に係る記録が確認できる被保

険者を除く二人（当該未統合記録を除く。）の記録についても資格喪失日が

記載されておらず、事業所番号等索引簿においてＡ社に係る不適用欄には年

を表す欄に「29」とだけ記載され、同社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった月日を特定できないなど、社会保険事務所（当時）の同社に係る年金

記録の管理が不適切であったことが認められる。 

また、ⅰ）前述の被保険者名簿において資格喪失日が確認できない者全員

（当該未統合記録を含む。）について、備考欄に「証」と記載されており、

Ａ社を管轄する年金事務所は当該記載について「『証返納』の意味と思われ

る。」と回答していることから、当該被保険者名簿以後の書き換え名簿は存

在しないと考えられること、ⅱ）申立期間当時の標準報酬月額の定時決定に

ついては、厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）第 21条の規定により、

毎年８月１日時点で事業所に使用される被保険者について標準報酬月額を

決定する旨規定されているところ、前述の資格喪失日が確認できない者全員

の記録について、昭和 29年 10月の定時決定に係る記載が無いこと、ⅲ）前

述の事業所番号等索引簿の記載内容から、同社は同年のうちに厚生年金保険

の適用事業所でなくなったと考えられることなどから判断すると、同社は同

年８月１日以前に厚生年金保険の適用事業所でなくなったものと推認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、当該基礎年金番号に未統合の記録は申立人

の記録であると認められ、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資

格取得日は昭和 29 年２月１日、資格喪失日は同年８月１日とすることが妥

当である。 

なお、当該期間の標準報酬月額は、当該未統合記録から 3,000円とするこ

とが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 29年８月１日から 33年 10月頃までの期間につい

て 

申立人の勤務内容に係る具体的な供述及び前述の写真などから判断する

と、期間は特定できないものの、申立人が当該期間においてＡ社に勤務して

いたことがうかがえる。 

しかしながら、前述の被保険者名簿及び事業所番号等索引簿からＡ社は、

当該期間において、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっていることが



推認される上、同社に係る商業登記簿謄本は確認できず、前述の被保険者名

簿の事業主欄は空欄となっており、事業主を特定することはできないことか

ら、申立人の当該期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料控除につ

いて確認できる関連資料及び事業主の供述等を得ることができない。 

また、前述の被保険者名簿において厚生年金保険被保険者の記録が確認で

きる同僚から申立人の勤務実態及び保険料控除についてうかがえる供述を

得ることができない。 

このほか、当該期間における申立てに係る事実を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大分厚生年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 61 年４月２日から同年９月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録を同年４

月２日に、資格喪失日に係る記録を同年９月１日に訂正し、当該期間の標準報

酬月額を 15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60年 12月５日から 61年９月１日まで 

         ② 昭和 62年４月３日から同年９月１日まで      

私は、申立期間①においては、産休代替及び育児休業代替のＢ職員として

Ａ事業所に勤務し、申立期間②においては、Ｂ職員としてＣ事業所に勤務し

たにもかかわらず、両申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

    

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について 

申立期間①のうち、昭和 61 年４月２日から同年９月１日について、Ａ事

業所が保管する申立人に係る人事異動通知書の記録から、申立人が、同年４

月２日から同年８月 31 日までの期間において育児休業代替のＢ職員として、

同事業所に勤務したことが確認できるところ、当該期間における、申立人に

係る雇用保険の被保険者記録が確認できる。 

また、申立期間①においてＡ事業所における社会保険事務を担当したとさ

れる者は、「Ｂ職員に係る厚生年金保険被保険者の加入手続は雇用保険被保

険者の加入手続と同時に行っていた。」旨供述しているところ、同事業所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により当該期間において厚生年金

保険の被保険者記録が確認できる 10 人のうち９人（残りの一人は雇用保険



の被保険者記録が確認できない者）については、当該被保険者記録と雇用保

険被保険者の記録は一致する。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、昭和 61 年４月２日から同年９

月１日に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に係る

雇用保険被保険者の資格取得時賃金月額から、15 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、Ａ事業所は、書類が不存在のため不明である旨回答しているものの、

申立期間において前述の被保険者原票に欠番は見当たらず、申立人に係る社

会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えられない上、資格の取得及

び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る届出を記

録していないとは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該

社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 61 年４月から同年８月までの期間に係

る厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間

に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 60年 12月５日から 61年４月２日までの

期間について、前述の人事異動通知書の記録から、申立人は 60年 12月５日

から 61年１月 29日までの期間及び同年１月 30日から同年３月 25日までの

期間は産休代替のＢ職員としてＡ事業所において勤務していることが確認

できる。 

しかしながら、前述のとおりＡ事業所における社会保険事務を担当したと

される者は、雇用保険と厚生年金保険の加入手続を同時に行っていた旨回答

しているところ、ⅰ）当該期間については、申立人の同事業所に係る雇用保

険の被保険者記録は確認できないこと、ⅱ）同事業所が保管する昭和 60 年

度の人事記録から、昭和 60年９月１日から同年 11月５日までの期間におい

て産休代替のＢ職員として勤務したことが確認できる同僚については、前述

の被保険者原票において氏名が確認できない上、雇用保険の被保険者記録も

確認できないことなどから判断すると、当該期間において、同事業所が必ず

しも全てのＢ職員を厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況がう

かがえる。 

また、Ａ事業所は、「申立期間当時の書類は不存在のため、申立人の厚生

年金保険の加入については不明である。」旨回答している上、前述の同僚は、

「私が、Ａ事業所において産休代替のＢ職員として勤務した期間に係る厚生

年金保険の加入及び保険料控除については記憶していない。」旨供述してお

り、申立人の当該期間に係る厚生年金保険の加入状況及び厚生年金保険料の



控除等について確認できる関連資料及び関係者の供述を得ることができな

い。 

このほか、当該期間について、事業主により申立人の厚生年金保険料が給

与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

２ 申立期間②について 

申立人は、申立期間②においてＣ事業所にＢ職員として勤務したと主張し

ているところ、Ｄ県Ｅ市内の事業所を所管するＤ県Ｅ事業所は、「申立人に

係る勤務実態については、当事務所では資料が確認できない。なお、Ｃ事業

所に問い合わせたところ、申立人の採用通知書が保管されており、申立人は

Ｆ事業所が採用したことが確認できる。」旨回答しており、同事業所が保管

する申立人に係る採用通知書によると、申立人はＦ事業所の職員としてＣ事

業所勤務を命ぜられたこと（任用期間は、昭和 62 年４月３日から同年６月

30日までの期間及び同年７月１日から同年９月 30日までの期間）が確認で

きる上、昭和 62年４月３日から同年８月 31日までの期間において、申立人

のＦ事業所に係る雇用保険の被保険者記録が確認できる。 

しかしながら、Ｆ事業所は、「昭和 62年当時の資料については既に廃棄さ

れていることから、申立人の厚生年金保険の届出等は不明である。また、当

委員会は 63 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所になっており、申立人

に係る厚生年金保険の届出及び保険料の納付は行っていない。」旨回答して

いるところ、オンライン記録から同事業所は、63 年４月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっていることが確認できる。 

また、Ｃ事業所は、「当事業所が保管する申立期間②当時の日誌によると、

申立人の後任として勤務した同僚の氏名が確認できる。」旨回答していると

ころ、オンライン記録によると、当該同僚については、Ｆ事業所に係る厚生

年金保険の被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立期間②について、事業主により申立人の厚生年金保険料が

給与から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、Ｄ県Ｅ事業所は、「申立期間②に係る資料は既に廃棄しているため

不明である。」旨回答している上、同事務所に係る健康保険厚生年金保険被

保険者原票において申立人の氏名は確認できない上、健康保険整理番号に欠



番も無い。 

また、前述の申立人の後任として勤務したとする同僚のＤ県Ｅ事業所に係

る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大分厚生年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 36年７月１日から 37年 10月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 36 年７月１

日に、資格喪失日に係る記録を 37年 10月１日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年３月頃から 37年 10月１日まで 

私は、申立期間においてＡ社にＢ職として勤務し、主にＣ業務に従事した

が、当該期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 36年７月１日から 37年 10月１日までの期間につ

いて 

ⅰ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により申立期間におい

て厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、「申立人は昭和 36年頃

から 37 年頃までＡ社に勤務したと思う。申立人は、申立人と同じＢ職の前

任者が退職してから３か月か４か月後くらいに入社した。また、申立人が昭

和 37 年頃に退職した後、後任者が入社するまで３か月か４か月の期間があ

った。」と供述していること、ⅱ）当該被保険者名簿から、申立人の前任者

とされる者の同社に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日は昭和 36 年３

月１日であることが確認できるところ、当該被保険者名簿から、同社に係る

厚生年金保険被保険者の資格を同年７月１日に喪失したことが確認できる

同僚は、「私は、申立人の前任者は私よりも早く退社したと記憶している。

私は申立人を記憶していない。」と供述していること、ⅲ） 同社に係る健康



保険厚生年金保険被保険者原票から、申立人の後任者とされる者の厚生年金

保険被保険者の資格取得日は 38 年２月４日であることが確認できる上、前

述の被保険者原票から同社に係る厚生年金保険被保険者の資格を 37 年 11

月 12 日に取得したことが確認できる別の同僚は、「私は、申立人を知らな

い。」と供述していることなどから判断すると、申立人は申立期間のうち少

なくとも当該期間において同社に勤務していたと認められる。 

また、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が確認できる前述の

同僚が申立期間当時において一緒に勤務していたとする従業員（申立人を除

く。）の全員について、前述の被保険者名簿により厚生年金保険の被保険者

記録が確認できることから判断すると、当時、Ａ社は従業員のほぼ全員につ

いて厚生年金保険に加入させていた状況がうかがえる。 

さらに、前述のとおり、申立人と同じＢ職としてＡ社に勤務した申立人の

前任者及び後任者については、前述の被保険者名簿及び被保険者原票により

厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、当該期間において厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、前述の被保険者名簿における

同職種の同僚の昭和 36年２月の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る当該期間の保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ａ社は既に廃業しており当時の代表者も居所不明であることから、

これを確認することはできないが、前述の被保険者名簿及び被保険者原票に

欠番は見当たらず、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われた

とは考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保

険事務所が申立人に係る届出を記録していないとは、通常の事務処理では考

え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の取得及び喪失等に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る当

該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係

る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間のうち、昭和 36年３月頃から同年７月１日までの期間について 

申立人は、昭和 36 年３月頃からＡ社に勤務した旨供述しているものの、

前述のとおり、前述の同僚らの供述によると、申立人が同社に入社した時期

は同年７月頃であったと認められることから、申立人の当該期間における同

社に係る勤務実態を確認することができない。 

また、Ａ社は既に廃業し当時の代表者も居所不明であり、申立人の当該期

間における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び保険料の控除について確

認できる関連資料及び関係者等の供述を得ることができない。 

このほか、当該期間の申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



大分国民年金 事案 889 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成８年 12 月から 11 年５月までの期間及び同年７月から 13 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成８年 12月から 11年３月まで 

                          ② 平成 11年４月及び同年５月  

                          ③ 平成 11年７月から 13年３月まで 

私は、国民年金の加入手続については詳しく覚えていないが、結婚した平

成 13年５月以降に、妻がそれまでの未納分の国民年金保険料を遡って金融

機関から納付した。未納分を全て納付したかどうか覚えていないが、納付可

能な期間の国民年金保険料は毎月か何回かに分けて納めたので、申立期間が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「結婚した平成 13年５月以降に、妻がそれまでの未納分の国民年

金保険料を納付可能な期間は毎月か何回かに分けて金融機関から納付した。」

旨主張しているところ、申立人が結婚した平成 13 年５月時点では、申立期間

①は既に時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立期間②及び③については、申立人の妻が申立人の国民年金保険料

を納付したとする金融機関が、「当該期間の国民年金保険料を納付したことが

分かる書類は既に廃棄している。」旨回答しており、当該期間当時における申

立人に係る国民年金保険料の納付状況等は不明である。 

さらに、申立人の妻が申立人の国民年金保険料を納付したとする時期は、基

礎年金番号制度が導入された平成９年１月以後の期間であり、国民年金の事務

処理については、記録管理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、

領収済通知書の光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化

が図られたことから、当該時期において記録漏れや記録誤り等が複数回生じる



可能性は極めて低くなっていると考えられる。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、

確定申告書等)は無く、ほかに当該期間の国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

大分厚生年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間について、厚生年金保険の記録の訂正を認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成９年７月１日から同年７月 16日まで 

② 平成 12年６月１日から同年６月 16日まで 

申立期間①について、私は、平成９年７月 12 日にＡ社を定年により退職

したが、この時、報酬月額 35 万円に基づく厚生年金保険料を控除されてい

る（平成９年７月 18 日、銀行振込により控除されている。）のに、資格喪

失により加入月数が算入されていないことに納得できない。 

申立期間②について、私は平成 12 年６月 16 日にＡ社の嘱託を退職した

が、同年７月 21 日に報酬月額 19 万円に基づく厚生年金保険料を控除され

ているのに、資格喪失により加入月数が算入されていないことに納得でき

ない。 

申立期間①については 35 万円及び申立期間②については 19 万円の報酬

月額による厚生年金保険の被保険者期間をそれぞれ１か月ずつ算入してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によれば、申立期間①について、申立人は平成９年７月 16

日にＡ社に係る厚生年金保険被保険者の資格を喪失したこと、及び申立期間

②については、12 年６月 16 日に同社に係る厚生年金保険被保険者の資格を

喪失したことが確認できるところ、申立人は、申立期間①について、同社に

おいて給与 35 万円に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れた、また、申立期間②について、同社において標準報酬月額 19 万円に相当

する保険料を事業主により給与から控除されたので、両申立期間について、

それぞれ年金額に反映する１か月ずつの厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい旨主張している。 



                      

  

しかしながら、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 19 条には、

被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取

得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入する旨規定され

ていること、及び同法第 81 条第２項には、保険料は被保険者の計算の基礎と

なる各月につき徴収する旨規定されていることを踏まえると、両申立期間に

ついては、同法第 19 条に規定されるところの「資格を喪失した月」であり、

保険料徴収の対象となる期間ではないと認められる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人の申立期間について厚生年金保険の記録の訂正を認めることはできない。 

なお、年金記録確認第三者委員会は、厚生年金保険法による記録訂正のあ

っせんについては、申立期間における被保険者資格の届出または保険料の納

付の有無に係る事実認定に基づいて記録の訂正の要否を判断し、また、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律による記録訂正

のあっせんについては、申立期間において事業主により給与から厚生年金保

険料が控除されていたか否かを踏まえ年金記録の訂正の要否を判断するもの

であり、これらの法令から離れて資格喪失日の属する月について年金額に反

映させることの可否について判断することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

大分厚生年金 事案 1181（事案 1079の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、両申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等     

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年９月 15日から同年 10月１日まで 

② 昭和 38年 10月１日から同年 12月１日まで 

私は、申立期間①について、昭和 38 年９月の途中までの期間においてＡ

社に勤務しており、同年９月分の給与から厚生年金保険料が控除されてい

たにもかかわらず、当該期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きない。また、申立期間②については、Ａ社を退職してすぐにＢ社に就職

し、昭和 38年 10月分及び同年 11月分の給与から厚生年金保険料が控除さ

れたにもかかわらず、当該期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認

できない。 

両申立期間について、訂正してほしいと年金記録確認第三者委員会に申

し立てたが、年金記録の訂正は必要でないとする通知を得たことに納得で

きない。 

今回、新たな事情は特に無いが、給与から厚生年金保険料を控除された

ことは間違いないので、再度申立てを行う。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てにおいて、申立期間①については、ⅰ）申立人は、Ａ社に昭

和 38 年９月の途中まで勤務していた旨主張しているところ、厚生年金保険法

（昭和 29 年法律第 115 号）第 19 条において、被保険者の資格を取得した月

からその資格を喪失した月の前月までを被保険者期間に参入することとされ

ていること、ⅱ）同法第 81 条第２項において、保険料は被保険者期間の計算

の基礎となる各月につき徴収するものとすることとされていること等から、

仮に申立人が同年９月 15 日から同年９月 29 日までのいずれかの日までの期



                      

  

間において同社に勤務しており、同年９月分給与から保険料が控除されてい

たと認められたとしても、同法の規定により、申立人の同社に係る被保険者

資格喪失日の訂正を認めることはできないことなどを理由として、申立期間

②については、ⅰ）オンライン記録上、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業

所に該当しなくなっている上、同社の当該期間当時の事業主、及び同社に係

る被保険者原票により、厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の同

僚に事情を確認しても、申立人の当該期間における勤務実態、保険料控除の

事実をうかがわせる供述を得ることができないこと、ⅱ）前述の被保険者原

票により、申立人の同僚が傷病手当金を受給するに当たり、社会保険事務所

（当時）による調査が行われた結果、厚生年金保険被保険者の資格取得日を

９か月遡及して訂正された記録が確認できることなどから判断すると、当該

期間当時、同社は、必ずしも従業員全員を勤務開始と同時に厚生年金保険に

加入させていたとは限らない状況がうかがえること、ⅲ）申立人に係る前述

の被保険者原票及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により確認で

きる同社に係る同資格取得日は、オンライン記録と一致しており、不自然な

点も見当たらないことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づき平成

23 年 10 月 14 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われてい

る。 

今回、申立人は、新たな事情は特に無いが、給与から厚生年金保険料を控

除されたことに間違いはないとして、再申立てをしている。 

しかしながら、今回の再申立において、申立人はその主張を述べるのみで

あり勤務及び保険料控除に関する資料は無く、また、これをうかがわせる新

たな事情も見当たらない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金

保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




